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１ 現状及び考え方の目的 

 核家族化、共働き世帯の増加などにより、保育希望数は年々増加している。ま

た、平成２７年度より待機児童が発生しており、保育所では定員を超えて受け入

れをしているが、現状以上の受入れは限界となっている（平成 29 年 8 月 20 日

現在、定員合計 350名に対し、379名が入所）。 

 また、保育希望数は今後も増加する見込みであり、待機（保留含む）児童の解

消のためには、保育所の新設も視野に入れていく必要がある。 

現在、二宮町子ども・子育て支援事業計画においては、教育・保育提供区域と

して町内全域を１区域としているが、保育所新設も視野に入れて待機（保留含む）

児童の解消を進めるにあたり、教育・保育提供区域を町全域ではなく、区域に分

けて整理する必要があるため、以下によりその考え方を示す。 

 

２ 作業（別表１～３参照） 

 区域に分けて整理するため、以下の作業を行う。 

 ・町を北部、南西部、南東部の３つに分ける。 

 ・地理的条件、交通事情より、各区域に最寄の保育所として既存保育所を割り

当てる。 

 ・平成３２年３月末の各区域の未就学児人口の割合に別表４で算出した入所

希望者総数をかけ、H32.3 末時点の区域ごと入所希望者数を出し、保育所定

員の合計と比較し、各区域の充足度を求める。 

 

 作業の結果、北部は入所希望数に対し定員は充足しており、人口は減少傾向に

あることから、今後保育ニーズが増加する可能性は低い。 

 南西部は、入所希望数に対し定員は 82名不足している。中里及び元町北地域

においては、未就学児人口の割合が全人口の未就学児の人口割合より高いこと

から、今後の保育ニーズは高い状況で継続する可能性が高い。 

 南東部は、入所希望数に対し定員は 29名不足している。元町南、下町地域は

未就学児人口の割合が全人口の未就学児の人口割合より高いことから、今後の

保育ニーズは高い状況で継続する可能性が高い。 



 

 以上により、３区域において、最も保育ニーズが高い状態にある区域は、南西

部である。 

 

３ 新規保育所の規模 

 保育所を新設する場合、H32年 3月において、入所希望者数は 437名、既存

保育所受入れ限界を 380名とすると、待機（保留含む）児童数は 57名であるこ

とから、同時期における待機（保留含む）児童の解消を実現するためには、60名

規模が必要となる。 

 

４ 南西部における各地域の未就学児の状況 

 南西部を構成する６地区は、地理的条件、交通事情から、「中里」、「元町北」、

「越地・茶屋・釜野・川匂」（以下、山西地区（位置図参照）という）に分けら

れる。中里及び元町北地域は、前述のとおり、未就学児人口の割合が高い。山西

地区全体としての未就学児の人口割合は、町全体の未就学児の人口割合よりも

低い。 

 

５ 南西部における保育所新設の効果 

 南西部において、保育所を新設する場合に最も効果が高い場所を検証する。中

里地区は、未就学児人口が高く、既存の保育所が無い。元町北地区は、未就学児

人口は高いが、既存保育所がある（梅花保育園）。山西地区は、未就学児人口は

低く、既存保育所は無い。ただし、梅花保育園に行くとした場合、山西地区から

は釜野トンネル（位置図参照）を通り、中里地区に抜ける道路を使用すると思わ

れる。 

 よって、保育所が新設される場合、未就学児人口が高く、既存保育所が無い、

山西地区からも中里地区内に続く主要道路があることから、中里地区に新設さ

れることが最も効果的である。 

 

６ 東京大学果樹園跡地の有効活用 

 中里地区内には、他の公園にはない自然環境が残されている東京大学果樹園

跡地があり、保育所生活においてその自然環境を利用することにより、児童の心

身の発達促進に寄与できるものと考える。 

そのため、中里地区に保育所新設が計画された場合、同跡地の有効活用を可能

な限りふまえて検討する。 

 

７ 結論 

 二宮町子ども・子育て支援事業計画においては、教育・保育提供区域として町



 

内全域を１区域としているが、その中でも保育所が新設される場合に最も効果

的である地区を中里地区とし、受け皿不足解消地区として最優先していくもの

とする。 








